
コンプライアンス
の徹底

お客様満足の向上

株主・投資家への
情報発信

社員の尊重

社会貢献

環境への対応

活動領域 2013年度注力ポイント 2013年度の状況 2014年度注力ポイント
●リスク情報の確実な共有・

伝達とマネジメントの強化
●教育内容の浸透のための施

策強化 

●腐敗防止のための基本方針
を制定しグループに展開

●教育効果と課題を確認するた
め意識調査を実施

●海外におけるコンプライアン
スリスク対応の強化

●教育内容の浸透のための施策
強化 

●スマートフォンの安全な利用
●海外拠点の情報セキュリティ

管理方針展開

●自社クラウドサービスによる
スマートフォン利用環境を拡大

●海外9拠点を対象にガイドラ
インを制定

●海外拠点のセキュリティ管理
強化

●サイバー攻撃への対応強化

●事業の特性に応じた品質教
育の充実

●ユニバーサルデザイン（UD）
技術の応用拡大

●事業部門における品質教育
の充実

●バリアフリー観光を支援する
アプリケーションを開発

●CSR調達調査および紛争鉱
物調査を実施

●事業の特性に応じた品質教育
の充実

●UD技術の応用拡大
●CSR調達のさらなる推進

●中期経営計画最終年度にお
ける取り組みの実施状況を
適時適切に開示

●中期経営計画に関する経営
説明会を実施

●インサイダー取引防止に関
連する規程を改訂し周知徹底

●中期経営計画2016の取り組
み状況を適時適切に開示

●継続的な復興支援の検討
●国内外での貢献活動の継続

推進

●長期的な復興支援をめざす
活動に新規参加

●国内外で教育支援につなが
る活動を実施

●復興支援活動の継続実施
●国内外での貢献活動の継続

推進

●多様な人材の確保と育成
●次世代育成支援の継続推進
●ワーク・ライフ・バランスの継

続推進
●心身の健康づくり継続支援

●ダイバーシティ推進チームを
新設

●障がい者雇用を促進
●目的別休暇の時間単位取得

制度を導入

●ダイバーシティの推進
●次世代育成支援の継続推進
●ワーク・ライフ・バランスの

継続推進
●心身の健康づくり継続支援

【低炭素社会の実現】
●OKIグループエネルギー原

単位改善
●低炭素社会実行計画の本格

運用開始

【低炭素社会の実現】
●OKIグループエネルギー原

単位改善目標を達成
●低炭素社会実行計画の本格

運用開始

【低炭素社会の実現】
●事業活動におけるエネルギー

消費効率の向上
●低消費電力商品の創出によ

るCO2排出抑制

【汚染の予防】
●法規制、業界標準に対応した

運用手順、ITシステムの改善

【汚染の予防】
●RoHS指令/REACH規則の

改訂対応完了。
JAMP AIS情報による適合性
判定機能強化完了

【汚染の予防】
●有害化学物質の大気、水系

への排出量削減
●製品含有化学物質規制など

への適合性向上

【資源循環】
●生産拠点での新規投入材料

の削減目標、リサイクル率の
目標設定

【資源循環】
●新規投入材料の削減目標お

よびリサイクル率の目標につ
いて検討

【資源循環】
●新規投入材料の削減目標継

続検討
●産業廃棄物広域認定制度の

取扱量拡大

【生物多様性保全】
●評価方法検討・構築

【生物多様性保全】
●ESR評価ツールで生態系

サービスへの影響評価
●今後の取り組み方針策定

【生物多様性保全】
●生物多様性保全の観点から

汚染の予防などに取り組む
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　OKIは、コーポレート・ガバナンス強化の一環として社外取締
役を含む委員からなる「報酬委員会」を設置し、役員報酬の水準
や仕組みの透明性維持に努めています。また、事業活動に伴うリ
スクを把握し対処する「リスク管理委員会」、CSR（企業の社会的
責任）活動に関する基本方針を審議する「CSR委員会」を設置し
ているほか、CSR各領域の専門委員会として、コンプライアンス
に関する基本方針を審議する「コンプライアンス委員会」、情報
セキュリティ施策徹底のための「情報セキュリティ委員会」を設置
しています。さらに、多様なステークホルダーに対する適時適切
な情報開示を実施するために「ディスクロージャー委員会」を置
いています。

　OKIは会社法および会社法施行規則に基づき、2006年5月の取
締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を定め、業
務の適性を確保するための体制を整備しています。また、金融商
品取引法に基づく内部統制報告制度に対応して内部統制報告書
を関東財務局へ提出し、財務報告に係る内部統制の有効性に対す
る評価結果を開示しています。

コーポレート・ガバナンス
　OKIグループは、ステークホルダーの信頼に応えるべく企業価値を継続的に高めていくことが経営の最重要課題の一つ
であるとの認識にたち、「経営の公正性・透明性の向上」「意思決定プロセスの迅速化」「コンプライアンスの徹底および
リスク管理の強化」などを基本方針として、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

OKIグループのCSR推進の取り組み

　OKIは監査役設置会社として「取締役会」および「監査役会」を
設置するとともに、執行役員制度を導入しています。これは取締役
会および監査役・監査役会による業務執行の監督・監査と、執行役
員による業務執行とを分離することが、経営効率の向上を図る上
で最適であるとの考えに基づくものです。
　取締役会は経営の基本方針など重要事項を決定するとともに、
業務執行の監督を行います。また監査役は、監査役会で決定した
監査方針、方法などに基づき、取締役会への出席などを通して取
締役の職務執行を監査するとともに、会計監査人および内部監査
部門との連携により会社業務全般の実態を把握し、業務執行の監
査を行います。なお、取締役会および監査役会には、一般株主との
利益相反のない独立役員3名が含まれています。
　グループの業務執行に関する意思決定などを行う「執行役員
会」は、執行役員全員の参加により、意思決定と業務展開の迅速
化、事業責任の明確化を図っています。

　企業理念に根差したCSRを果たすため、表に示す7つの活動領域を中心に、CSR推進の専任組織と関連部門が連携して
活動を推進しています。2014年4月にはガバナンス強化の観点から、専任組織であるCSR部を経営企画部に統合しました。
　各活動領域における2013年度の活動状況の詳細は、以下のページにおいてご紹介いたします。

CSR活動領域における状況
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■コーポレート・ガバナンス体制

リスク管理委員会

報酬委員会

社長執行委員

選任・解任、監督

連携 監査

監督

監査
連携

監査

監査

選任・解任、監督 選任・解任、監督

取締役会
社内取締役
社外取締役

監査役会
社内監査役
社外監査役

人
査
監
計
会

室
査
監

株主総会

執行役員会

コーポレート
営業部門
事業部門

グループ会社

CSR 委員会

コンプライアンス委員会

情報セキュリティ委員会

ディスクロージャー
委員会

コーポレート・ガバナンス体制 各種委員会

内部統制


